別紙(第１条関係)

外国人介護人材受入支援事業委託業務処理要領
１　委託業務名
外国人介護人材受入支援事業
２　目的
外国人介護人材の介護技術・知識や日本語能力等の向上を促進するため、外国人技能実習生及び１号特定技能外国人に対する研修を実施することにより、介護現場における外国人介護人材の円滑な就労・定着を図る。
３　業務内容等
受託者は、研修を企画・運営する。

（１）業務の概要
ア　研修カリキュラムの策定
イ　シラバスの策定（研修の到達目標や内容、講師・教材等の選定等）
ウ　研修の回数、日程の設定・確保
エ　研修で使用する補助資料、アンケート等の作成・取りまとめ
オ　研修開催案内の作成、WEB上での周知
カ　受講申込の受付
キ　研修の運営
ク　研修実施後の実績報告書の作成
ケ　その他研修の実施上必要な事項
（２）研修対象者
道内の介護サービス施設・事業所において介護職員として従事する外国人技能実習生及び１号特定技能外国人
（３）研修方法
ZOOM等の同時双方向型オンライン研修で実施することを基本とするが、より効果的な研修方法の実施が可能ならば、道と協議の上、適切に決定すること。
受講申込者には、受講日以降、復習等のため研修内容を録画等したものを視聴できるように工夫すること。
（４）定員
１００名
（５）研修内容
研修については講義（座学）だけでなく演習を含むものとし、研修で活用する教材は、国による介護の日本語学習に関するWEBコンテンツ等の既存の学習ツールを推奨する。
なお、研修で活用する教材については、受講者負担とすることもできる。
また、必要に応じて補助指導員を配置する等の配慮を行うこと。
介護技術・知識等については、原則、介護職員初任者研修を参考に、介護現場で必要とされる基本レベルに到達するための研修内容とすること。
日本語能力については、原則、日本語能力試験におけるＮ３相当のレベルに到達するための研修内容とすること。
なお、研修科目については、表を参考として実施することするが、研修対象者の介護及び日本語の習得状況やニーズを踏まえ、必要に応じて変更して実施することができることとする。
（表）

	科目名(仮)
	標準的な時間数

	介護の基本
	１．５時間

	コミュニケーション技術
	１．５時間

	移動の介護
	１．５時間

	食事の介護
	１．５時間

	衣服の着脱の介護
	１．５時間

	排泄の介護
	１．５時間

	入浴の介護
	１．５時間

	文化の理解
	２．０時間

	介護の日本語
	２．０時間

	認知症の理解
	１．５時間


（６）研修講師
講師は、各科目に精通した者を、略歴、資格、実務経験、学歴等に照らして選定すること。
「文化の理解」及び「介護の日本語」を除く科目については、「北海道介護職員初任者研修等実施要綱　別紙４」を参考に選定すること。
（７）研修成果等の確認
研修成果を把握するため、シラバスにおいて研修の到達目標や習得する技能等を示した上で、研修の開始時と終了時にテスト等を実施すること。
（８）業務処理状況報告書
　　　研修の受講状況及び実施状況について、添付第１号様式（研修受講状況一覧表）及び添付第２号様式（研修実施状況一覧表）により、月末時点の状況を速やかに報告すること。
（９）その他
企画・運営等に係る詳細については、道と協議の上、執り進めること。
４　実績報告書に係る添付資料
実績報告書に次の資料を紙媒体１部及び電子媒体（CD-R又はDVD-R）１枚添付すること。

（１）受講者への配布資料

（２）受講者一覧表

（３）テスト及びアンケートの分析結果
　　　今後に向けての課題や改善点等を調査・検討し、分析結果を報告すること。
５　実績報告書及び収支精算書
　　受託者は、委託業務を完了したときは実績報告書（別記第３号様式）、収支精算書（別記第４号様式）を提出するものとする。
６　提出書類
５の収支精算書を提出するときは、次の書類を添付するものとする。
なお、委託期間中の原理調査、業務の処理状況に関する報告等において、随時提出を求めることがあるので、常に整備しておくこと。
ア　人件費
　　業務日誌(写)、出勤簿(写)、給与台帳(写)、給与支払明細書(写)、雇用契約書(写)、標準報酬決定通知書(写)、領収書(写)及び銀行等の振込受取書(写)又はこれらに類する書類
イ　旅費
　　出張命令書(写)、出張復命書(写)（出張内容がわかる資料）、交通費等の領収書(写)等及び銀行等の振込受取書(写)又はこれらに類する書類　
ウ　その他の経費
請求書(写)、契約書(写)、発注書(写)、納品書(写)、領収書(写)及び銀行等の振込受取書(写)又はこれらに類する書類　
エ　インターネットバンキングを利用して経費の支払いを行ったときは、画面の写しを提出すること。

（２）提出場所
〒０６０－８５８８
札幌市中央区北３条西６丁目
北海道保健福祉部福祉局高齢者保健福祉課
７　再委託について
（１）再委託は原則禁止とする。必要により業務の一部を再委託しようとするときは、あらかじめ次の書面を提出し委託者の承諾を得なければならない。
　　ア　次の事項を記載した書面
　　 (ｱ) 再委託の相手方の商号又は名称及び住所
　　 (ｲ) 再委託する業務の範囲
     (ｳ) 再委託する理由及びその必要性
     (ｴ) 再委託の契約金額
     (ｵ) 再委託の相手方に対する業務の管理履行体制
     (ｶ) 再委託の相手方の履行実績、組織体制、職員の状況
　　イ　再委託の相手方の法令等を遵守する旨の誓約書
（２）再委託の承諾を得た場合は、受託者が再委託の相手方への管理監督を行うものとする。
（３）再委託の相手方に対して道との契約書を準用した約定、契約内容や留意事項の十分な説明と理解を得るものとする。
（４）再委託の相手方が第三者に委託することのないよう受託者から再委託の相手方に指導すること。
８　業務処理計画書及び実績報告書等

（１）契約書第４条に定める業務処理計画書を提出する場合は、別記第１号様式により行うものとする。

（２）契約書第６条に定める業務処理責任者を通知する場合は、別記第２号様式により行うものとする。
（３）契約書第１１条に定める委託業務完了後に提出する書類は、別記第３号様式及び別記第４号様式により行うものとする。
９　留意事項

（１）業務内容は「外国人介護人材受入支援事業委託業務総合評価一般競争入札」により選定された企画案を基本とすること。
（２）業務を遂行する際に発生する著作権、肖像権等の権利関係については、受託者の責任により処理すること。
（３）受託者は、業務を遂行するにあたり、委託者と常に密接な連絡を取り、その指示及び監督を受けること。
（４）受託者は、業務の各段階において、必要に応じて委託者と協議を行い、事務を進めるものとし、委託者の指示のもと随時報告を行うこと。
８　その他
（１）受託者は、委託期間中及び業務完了後における現地調査に協力すること。
（２）受託者は、委託業務に関する帳簿及び書類を備え、委託業務に要した経費とそれ以外の経費を区別することができる整理すること。
（３）委託業務に要したことが確認できない経費は、当該経費を除き委託料の額を確定する。
（４）この要領に定められていない事項については、委託者・受託者協議のうえ、取り決めるものとする。
